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北海道総合通信網株式会社



S.T.E.P TrustID SSL サービス利用規約 

 

 

（利用規約の適用） 

第１条 北海道総合通信網株式会社（以下、「当社」という。）は、S.T.E.P TrustID SSL サービ

ス利用規約（以下、「利用規約」という。）を定め、この利用規約に基づき S.T.E.P TrustID SSL

サービス（以下、「本サービス」という。）を提供します。 

２ 本サービスの詳細は、別に定める S.T.E.P TrustID SSL サービス仕様書に準じます。 

 

（利用規約の変更） 

第２条 当社は、この利用規約を変更する場合があります。この場合の料金その他の変更条件は、

変更後の利用規約によります。 

 

（用語の定義） 

第３条 この利用規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用     語 用 語 の 意 味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 契約者 当社と本利用規約に定めるサービスの提供を受けるために

契約を締結しているもの 

３ 消費税相当額 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び同法に関する法令

の規定に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）及び同法に関する法令の規定に基づき課

税される地方消費税の額 

４ 営業日 土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始（１２月２９日から１月３

日まで）、当社指定休日（５月１日）を除く、月曜日から金曜

日 

５ 営業時間 当社営業日における９時から１７時まで 

 

（利用申込み） 

第４条 本サービスの利用申込みについては、本サービスの内容を特定するために必要な事項を

記載した当社所定の利用契約申込書を提出していただきます。 

２ 当社は利用申込みがあった場合は、これを承諾します。 

３ 当社は次の場合には本サービス利用の申込みを承諾しないことがあります。 

（１）本サービスの提供が技術上困難なとき 

（２）本サービス申込者が当該申込に係る本サービスの契約上の債務の支払いを怠るおそれがあ

るとき 

（３）本サービスの利用契約申込書に事実と異なる記載をしたとき 

（４）第８条第１項各号のいずれかに該当する場合 

（５）前各号のほか、当社が利用契約の承諾を不適切と認めた場合 

４ 契約者は利用契約申込書に記載した事項に変更があった場合は、遅滞なく、当社に申し出る

ものとします。 

 

（契約者が行う契約の解除） 

第５条 本サービスの契約解除については、当社に対し解除の日の１０営業日前までに当社所定

の書面を提出していただきます。 

２ 当社は本サービスの契約解除の申込みがあった場合は、これを承諾します。 



 

（当社が行う契約の解除） 

第６条 当社は第８条の規定により、本サービスの提供を停止された契約者が当社の指定する期

間内にその停止事由を解消または是正しない場合は、その利用契約を解除できるものとします。 

２ 当社は契約者が第８条第１項各号のいずれかに該当する場合に、その事実が当社の業務の遂

行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、前項の規定にかかわらず、利用停止をしない

で、その利用契約を解除することがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、その利用契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者

にそのことを通知します。 

 

（利用中止） 

第７条 当社は、次の場合には本サービスの利用を中止する場合があります。 

（１）当社の電気通信設備の保守、工事または故障等やむを得ないとき 

（２）天災地変等の非常事態の発生、または発生するおそれがある場合 

（３）当社の責めに帰すべからざる事由によりサービスの提供ができないとき 

（４）その他当社が本サービスの利用を中止することが望ましいと判断した場合 

２ 当社は前項各号の規定によりサービスの利用を中止するときは、あらかじめそのことを契約 

者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

 

（利用停止） 

第８条 当社は、契約者が次の各号の一に該当すると認めたときは、本サービスの利用を停止す

ることができます。 

（１）本規約に違反した場合 

（２）本サービスの運営に支障をきたす恐れのある場合 

（３）料金その他の債務について、支払い期日を経過してもなお支払われないとき 

（４）前各号のほか当社が本サービスの利用を不適当と認めたとき 

２ 当社は、前項の規定により本サービスの利用を停止するときは、あらかじめその理由、提供

を停止する日及び期間を契約者に通知します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではあり

ません。 

 

（サービスの終了） 

第９条 当社は、当社の都合により本サービスの提供を終了する場合があります。 

２ 当社は前項各号の規定によりサービスを終了するときは、９０日前までにそのことを契約者 

に通知します。 

 

（データ等の取扱い） 

第１０条 契約者は契約者のデータ等を自己の責任で管理するものとします。当社が提供する本 

サービスのシステム内の契約者のデータ等が滅失、毀損、漏洩その他本来の利用目的以外に使用

されたとしても、その結果契約者に発生する直接あるいは間接の損害について、当社はその責任

を負わないものとします。 

 

（データ等の削除） 

第１１条 当社は本サービスの利用契約が解除された場合は、契約者へ事前の通知を行うことな

く、本サービスのシステム内の契約者のデータをすべて削除できるものとします。 

 



 

（禁止事項） 

第１２条 契約者は本サービスの利用にあたって、次に掲げる行為またはそれに類する行為をし

てはならないものとします。 

（１）当社または第三者の著作権、商標権その他の知的財産権を侵害する行為または侵害するお

それのある行為 

（２）第三者の財産、プライバシーまたは肖像権を侵害する行為、または侵害するおそれのある

行為 

（３）第三者を差別もしくは誹謗中傷し、またはその名誉もしくは信用を毀損する行為 

（４）詐欺、業務妨害等犯罪行為、またはこれを勧誘もしくは扇動する行為 

（５）わいせつ、児童ポルノまたは児童虐待にあたる画像、文書等を送信し、又は掲載する行為 

（６）無限連鎖講（ネズミ講）またはマルチ商法に類するものを開設し、またはこれを勧誘する

行為 

（７）有害なコンピュータプログラム等を送信し、又は他人が受信可能な状態のまま放置する行

為 

（８）受信者の同意を得ること無く、商業的宣伝若しくは勧誘等の電子メールを送信する行為 

（９）他人のコンピューター、システム等に不正に侵入若しくは侵入するための準備行為 

（10）本サービスの利用または運営に支障を与える行為またはおそれのある行為 

（11）法令もしくは公序良俗に違反する行為、または第三者の法的利益を侵害する行為 

（12）その他当社が不適合と判断する行為 

２ 契約者が前項各号に違反することにより、第三者に対して損害を与えた場合、または第三者 

からクレームがあった場合は、契約者は自己の責任と費用をもって処理解決するものとし、当社 

はいかなる責任も負わないものとします。 

３ 契約者が第１項の規定に違反し、当社が損害を受けたときは、契約者はその損害を賠償する 

ものとします。 

 

（料金の支払い） 

第１３条 契約者は料金表に定めるところにより、本サービスの料金を支払うこととします。 

２ 第８条の規定により本サービスの提供が停止された場合であっても、サービスの料金の算出 

は当該サービスの提供があったものとして取扱います。 

 

（違約金） 

第１４条 契約者の都合により、最低利用期間内にサービスの契約の解除があった場合は、違約 

金として残余の期間内に対応する料金に相当する額を一括して支払っていただきます。 

 

（消費税相当額の加算） 

第１５条 この利用規約に定める料金又は工事に関する費用の支払いを要するものとされている

額は、料金表に定める額（税別額（消費税相当額を加算しない額をいいます。以下同じとします。））

に基づき計算した額に消費税相当額を加算した額とします。 



（支払遅延利息） 

第１６条 契約者は、料金その他の債務について当社が定める支払い期日を経過してなお支払い

がない場合には、支払い期日の翌日から支払いの日の前日までの日数について、年 10％の割合で

計算した額を遅延損害金として当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

 

（譲渡制限） 

第１７条 契約者はこの利用規約に基づき本サービスを利用する権利を、当社の書面による事前 

の承認なく、他に譲渡並びに貸与することは出来ません。 

 

（責任の制限） 

第１８条 契約者が本規約に定めるサービスを利用できないことにより被った損害については、

直接的、間接的損害を問わず当社は損害賠償の責を負わないものとします。 

２ 当社は本規約に特別の定めがある場合を除き、当社の責めに帰すことのできない事由から契

約者および第三者に生じた損害について、一切の責任を負わないものとします。 

 

（協議） 

第１９条 利用規約に定めがない事項及び疑義が生じた事項については、契約者及び当社は誠意

をもって協議し、円満にその解決に当るものとします。 

 

（管轄裁判所） 

第２０条 本規約について、契約者と当社との間で裁判を行う場合は、札幌地方裁判所を第１審

における管轄裁判所とします。 

 

 

 



料金表 

 

Trust ID Biz        （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
42,000 円 

（46,200 円） 
・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・企業・組織の実在認証 

・FQDN(完全修飾ドメイン名)での証明書利用 

・書類確認 

・無償再発行 

・サイトシール 

1 年 
59,800 円 

（65,780 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

114,000 円 

（125,400 円） 

 

 

Trust ID Biz-IP        （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
45,800 円 

（50,380 円） 
・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・企業・組織の実在認証 

・グローバル IPアドレスでの証明書利用可能 

・書類確認 

・無償再発行 

・サイトシール 

1 年 
64,800 円 

（71,280 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

123,000 円 

（135,300 円） 

 

 

Trust ID Biz-WC        （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
108,000 円 

（118,800 円） 

・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・企業・組織の実在認証 

・同一ドメイン内の複数のコモンネームを 1枚

の証明書で利用可能 

・書類確認 

・無償再発行 

・サイトシール 

1 年 
153,800 円 

（169,180 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

294,000 円 

（323,400 円） 

 



 

Trust ID Biz マルチドメインオプション     （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
24,400 円 

（26,840 円） 

・TrustID Bizのご利用が前提となります。 

・本オプション契約で 1ドメイン追加可能。 

※最大 100ドメインまで追加可能。 

1 年 
34,800 円 

（38,280 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

66,000円 

（72,600 円） 

※本品目で追加した FQDN にフィーチャーフォンでアクセスした場合、SSL 通信が正常にできな

い事があります。 

※本品目で追加可能な FQDN は最大 100 個になります。 

※本品目は、使用中の証明書に追加することができます。追加料金は、使用中の証明書の残りの

有効期間に依存します。 時差の影響がありますので、お申し込み時の金額にご注意ください。 

 

 

Trust ID Light        （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
24,400 円 

（26,840 円） ・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・FQDN(完全修飾ドメイン名)での証明書利用 

・オンライン（ドメイン）認証 

・無償再発行 

・サイトシール 

1 年 
34,800 円 

（38,280 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

66,000円 

（72,600 円） 

 

 

Trust ID Light-WC       （税込額） 

有効期間 料金 内容 

半年 
90,400 円 

（99,440 円） 
・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・オンライン（ドメイン）認証 

・同一ドメイン内の複数のコモンネームを 1枚

の証明書で利用可能。 

・無償再発行 

・サイトシール 

1 年 
128,800 円 

（141,680 円） 

2 年 

（新規受付停止） 

246,000 円 

（270,600 円） 

 



 

Trust ID EV        （税込額） 

有効期間 料金 内容 

1 年 
128,000 円 

（140,800 円） 

・共通鍵 256bit・公開鍵 2048bitによる暗号化

が可能なサーバ証明書発行 

・FQDN(完全修飾ドメイン名)での証明書利用 

・企業・組織の法的および物理的な実在認証 

・ブラウザのアドレスバーにて EV SSL を示す

緑色表示や企業名や認証局名表示 

・無償再発行 

2 年 

（新規受付停止） 

244,000 円 

（268,400 円） 

 


